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1. はじめに 

1.1. 背景 

2050 年のカーボンニュートラル実現に向けてあらゆる産業においてサプライチェーン全

体の脱炭素化が強く求められており、その達成には自社排出（スコープ 1、2）だけではな

く、サプライチェーンの上流・下流からの排出（スコープ 3）を含むサプライチェーン CO2

排出量の正確な把握と削減努力が不可欠となる。 

特に、スコープ 3 の中でも「調達品の CO2排出量（カテゴリー1）」は、一般的に採用さ

れている調達金額や調達量に業界平均値等の CO2 排出原単位を乗じる算定方法では、サプ

ライヤーの削減努力を反映できないため、昨今、サプライヤーから CO2 排出量データを取

得する働きかけが増えている。しかしここには大きく 2点の課題がある。 

一つ目は、サプライヤーからデータを提供することを前提とした共通的な CO2 排出量算

定の方法論がなく、データの品質にばらつきが生じることである。 

二つ目は、「CO2見える化」のソリューションが数多く開発されるなか、異なるソリュー

ション間でデータ連携を行うための共通的なデータフォーマットや接続方式等がなく、サ

プライチェーンの中で異なるソリューションを使用している場合には、一気通貫での CO2

排出量把握が難しくなることである。 

そこで、Green x Digital コンソーシアムの見える化 WG では、デジタル技術を活用し、

サプライチェーンの企業間で CO2排出量データを連携しスコープ 3 を含むサプライチェー

ン CO2排出量を見える化するための仕組みを検討し、「CO2可視化フレームワーク」と「デ

ータ連携のための技術仕様」1を策定した。 

さらに、「CO2可視化フレームワーク」と「データ連携のための技術仕様」に基づき、多

様な業界の企業が共通的な方法で算定した排出量データを、異なるソリューション間でデ

ータ連携し、サプライチェーン CO2 排出量を正確かつ効率的に把握できることを確認する

実証実験を計画し、データ連携の技術的な検証を行う「フェーズ 1」、ユーザー企業も交え

ての CO2算定も含めた実務的な検証を行う「フェーズ 2」と位置づけている。 

本報告書は、データ連携に向けた技術実証「フェーズ 1」として、グローバルでのデータ

連携を見据え、先行する国際的な枠組みである WBCSD Partnership for Carbon 

 

1 「CO2 可視化フレームワーク」と「データ連携のための技術仕様」について 

サプライヤー企業の削減努力を反映した一次データに基づく CO2データの流通の実現を目的に、

デジタル技術を活用してサプライチェーン内で交換される CO2 データについて、算定ならびに

共有方法（データ品質の開示方法）を提示する方法論文書「CO2 可視化フレームワーク」と、

共通データフォーマットと連携仕様を提示する技術文書「データ連携のための技術仕様」。双方、

国際的な枠組みである WBCSD PACT による Pathfinder Framework ならびに Pathfinder 

Network のアプローチを取り入れながら、参加企業のニーズや国内制度等を踏まえた独自の要

素も含む。現在、一般公開に向け準備中。 
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Transparency（PACT）2が 2022 年 6 月に公開した Pathfinder Network3にて提示されて

いるデータフォーマットと API（接続方式）を用いて、製品の仮想サプライチェーン上で複

数ソリューション間のデータ連携を検証するものである。 

 

 

 

 

 

 

 

           

図１実証イメージ 

 
2 WBCSD Partnership for Carbon Transparency（PACT）について 

WBCSD（持続可能な開発のための世界経済人会議）は、持続可能な開発を目指す企業約 200

社の CEO 連合体。GHG プロトコルの主催団体。Partnership for Carbon Transparency 

(PACT) は、WBCSD の下、バリューチェーンにおける排出量の透明性を高めて脱炭素化を加

速することを目的として活動。排出量データ交換に必要な方法論的・技術的基礎を定義し、

Pathfinder Framework ならびに Pathfinder Network として公表中。Green x Digital コンソ

ーシアムは、PACT のエコシステムに参画しています。 

Webサイト：https://www.carbon-transparency.com/ 
3 https://www.carbon-transparency.com/media/1qcdbdyn/pathfinder-network_technical-

specifications-for-use-case-001.pdf 

https://www.carbon-transparency.com/
https://www.carbon-transparency.com/media/1qcdbdyn/pathfinder-network_technical-specifications-for-use-case-001.pdf
https://www.carbon-transparency.com/media/1qcdbdyn/pathfinder-network_technical-specifications-for-use-case-001.pdf
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1.2. 目的 

本実証では、以下の 3 点について技術検証を行うことを目的としている。 

 

① Pathfinder Network を用いた接続の実証 

Pathfinder Network の API および Usecase001のデータセマンティクスを用いて、ソ

リューション間におけるデータ連携が可能であることを確認する。このことによって、

SCOPE3 情報の連携に必要なデータ項目の追加定義の必要性を検討することが可能にな

る。 

 

② データ連携ソリューションと見える化ソリューションの連携によるトレーサビリティ

情報の取得 

Pathfinder NetworkのUsecase001や APIでは、トレーサビリティに関して仕様の記述

がない。一方で、サプライチェーンでの排出量の見える化やホットスポット分析、効果的な

排出量削減取組を進めていくために、見える化 WG の活動の中でもサプライチェーン排出

量のトレーサビリティの必要性が指摘されている。 

既存の Pathfinder Networkなど新たな技術仕様を開発することなく、ブロックチェーン

技術等を採用したデータ連携ソリューションが Pathfinder Network APIを実装し、見える

化ソリューションと連携する場合、製品カーボンフットプリントのトレーサビリティ情報

が取得できると考えられる。本技術実証では、複数のデータ連携ソリューションが、

Pathfinder Network が想定する pier-2-pier の排出量データ交換に介在することによって

データ連携ソリューション部分にトレーサビリティのための記録が残ることを確認する。

これが確認できることによって、Pathfinder Networkと国内の既存のソリューションの組

み合わせで、排出量トレーサビリティが実現できることが証明される。 

 

③ 環境価値の反映 

従来のLCAや製品カーボンフットプリントは活動量に排出原単位を乗じることで排出量

の見える化を実現してきたが、昨今の、Pathfinder Frameworkをはじめとする国際ガイド

ラインは、可能な限り実測値による排出量算定を求めている。また、将来的に製品カーボン

フットプリントの製品あたりの排出量を削減していくためには、再生可能エネルギーの利

用や除去クレジットによるオフセットを行うことも想定される。この場合、Pathfinder 

Networkや見える化WGで検討している技術仕様に基づき再生可能エネルギーの利用など

が排出量データの連携の際に情報伝達されていくのかについて確認する必要がある。 



 

5 

本技術実証では、実測値活用によって期待される再生可能エネルギー（環境価値）利用が

実際に製品カーボンフットプリントの算定に反映可能であることを確認する。 
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2. 実証の枠組み 

2.1. 参加企業一覧 

2.1.1. プロジェクトマネージャー 

野村総合研究所 （高橋春樹、岡田拓郎、植村哲士） 

 

2.1.2. 参加企業 

15社 13ソリューションが参加（社名カナ順）。 

⚫ アスエネ株式会社 

⚫ アビームコンサルティング株式会社 

⚫ SBI R3 Japan 株式会社 

⚫ 株式会社クラウディオ 

⚫ 株式会社 Sustech 

⚫ 株式会社ゼロボード 

⚫ 株式会社 chaintope 

⚫ デロイト トーマツ コンサルティング合同会社 

⚫ 日本オラクル株式会社 

⚫ 株式会社野村総合研究所 

⚫ 株式会社 PID 

⚫ 株式会社日立製作所 

⚫ 株式会社日立ソリューションズ 

⚫ booost technologies株式会社 

⚫ 富士通株式会社 

 

2.1.3. 事務局 

 Green x Digitalコンソーシアム 

 （一般社団法人電子情報技術産業協会 事業戦略本部 グリーンデジタル室） 
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2.2. 実証スケジュール 

図 2は、本技術実証のスケジュールを示している。2022年 8月第四週にキックオフ会合

を開催し、通常業務多忙の中で API の実装や仮想サプライチェーン前後での接続テスト、

総合連結テストなどへの各参加企業の積極的な協力によって、4か月後の 2022年 12月 22

日 に実証本番テストを完了している。 

 

図 2 実証スケジュール 

 

2.3. 想定製品 

本技術実証では、完全なデモデータではなく、データ連携のイメージが持ちやすい具体的

な製品を想定して、真値ではないが、かけ離れたものでもないという仮想データを用いて実

証を行っている。 

その対象想定製品の属性として、素材と組み立ての両方の要素を見られること、実証のた

め比較的短くわかりやすいサプライチェーンの製品が望ましいことから、「使い捨て紙おむ

つ」を想定製品とした。 

 

2.4. 仮想サプライチェーンと仮想部品表 

今回は、素材 9 種類から部品 6 種類を製造し、その部品を組み立てることによって「使

い捨て紙おむつ」を製造するものと想定した（図 3）。この際に、サプライチェーンは、Tier2

から Tier0 までの 3 層で構成され、最終的に Tier0 からユーザーに送られるものとしてい

る。 

なお、本技術実証では、物流については、工場内物流、工場間物流の双方とも考慮してい

ない。これは、2022年 9月時点で、見える化WGの物流 SWGで、物流の製品別排出量の

算定ルール等について検討を行っていたためである。 
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図 3 想定部品表 

 

2.5. データ項目例 

表 1は、Pathfinder Networkの usecase001に基づいた排出量交換用のデータ項目とデ

ータ例である。このようなデータ項目とデータ例を各部品ごとに設定し、これらのデータを

サプライチェーン上で流通させる実証とした。 

表 1 Pathfinder Networkに基づいた排出量交換用のデータ項目とデータ例 

 

 

2.6. 排出量のダミーデータ 

表 2は、実証に用いた排出量のダミーデータである。Tier2の SCOPE3に相当する排出

量は、Tier3よりも上流側を今回は想定していないため、IDEAを参考に Cradle to Gateに

相当する排出量を事務局が設定している。 



 

9 

Tier2、Tier1、Tier0の SCOPE1、2の値については、事務局側で数値を用意し、各参加

者のソリューションに所与のデータとして登録した。 

表 2 実証用の排出量ダミーデータ 

 

 

2.7. サプライチェーンネットワークモデル 

図 4は、実証に用いたサプライチェーンネットワークモデルである。図中の③、⑨、⑩で

二つ箱が記載されているのは、右側がトレーサビリティログを取るためのデータ連携ソリ

ューションを表している。 

 

図 4 実証に用いたサプライチェーンネットワークモデル 

 

⑨ ポリエステル
不織布

⑩ ポリオレフィン
フィルム

⑪ 綿状パルプ

⑫ 高分子吸水材

⑬ 吸水紙

⑭ ポリオレフィン

⑮ ポリウレタン

⑯ ポリウレタン
不織布

⑰ スチレン系
エラストマー合成樹脂

③ 表面材

④ 防水材

⑤ 吸水材

⑥ 止着材

⑦ 伸縮材

⑧ 結合材

② 紙おむつ ① 利用者

③ 表面材

⑨ ポリエステル
不織布

⑩ ポリオレフィン
フィルム ③ 表面材

:データ連携ソリューション

Tier 2 Tier 1 Tier 0 User

:Pathfinder API

:トレーサビリティ・ログ
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2.8. データ連携実証の概要 

図 5 はデータ連携実証の概要示したものである。各ソリューションはそれぞれの画面で

割り当てられた製品情報の登録を行い、その構成部品をスコープ 3 カテゴリ 1 データと

して他ソリューションから Pathfinder Network API を介し取得するデータ連携項目とし

て、部品 製品の宣言単位、数量、原単位排出量の情報を連携するルーティング情報として、

あらかじめ製品 ID とソリューション URL のマッピング情報を各ソリューションに配備

した。 

データ取得の際の API アクセスのトリガーは各ソリューションの画面仕様に依存して

いる。 

 

図 5 データ連携実証の概要 
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3. 実証結果 

3.1. Pathfinder Network を用いた接続の実証 

図 6は、Tier2 （ポリオレフィン）から Tier1 （止着材）への CFP 情報の連携ログで

ある。図中に示されているように、日付、取得元URL（排出量データ提供企業情報）、活動

量（unitaryProductAmount）、宣言単位（declaredUnit）、化石燃料由来の排出量

（fossilGhgEmissions）の情報がソリューション間でやり取りできている。 

 

注：ログは、各ソリューションによるため、上記は、一つの事例である。 

図 6 Tier2 （ポリオレフィン）から Tier1 （止着材）への CFP 情報の連携ログ 

 

同様に、図 7は、Tier1 （結合材）から Tier0 （紙おむつ）への CFP 情報の連携ログ

である。図 6 と図 7 はサプライチェーン上での担当ソリューションが異なるため、異なっ

た様式のログになっている。仕様としてはログが取れていればよいため、見た目の違いは問

題ではない。 
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図 7 Tier1 （結合材）から Tier0 （紙おむつ）への CFP 情報の連携ログ 

 

最後に、図 8 は、Tier0 で最終的に合算した製品の CFP 情報が、 User へ連携される

画面を示したものである。User の受信画面では Tier2 Tier0 までの合計数量、 CFP 排出

量が下記の想定値（unitaryProductAmount 0.034[kg]、CFP 排出量： 85.787[g CO2eq]）

とほぼ一致することが確認できる。 

本実証では、排出量算定や排出量データ連携に関して Pathfinder Networkの仕様に準拠

しているが、Pathfinder Networkにはデータの有効桁数についての仕様がなく、各社が個

別に実装した結果、丸め誤差の問題は生じている。この問題を認識できたことも技術実証の

1つの成果であるため、実証期間中に修正等は行っていない。 

 

図 8 Tier0 （紙おむつ）からユーザーへの CFP 情報の連携ログ 
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以上から、Pathfinder Network の API およびUsecase001のデータセマンティクスを用

いて、ソリューション間におけるデータ連携は、有効数字の設定等の多少の課題はあるもの

の実現できたと言える。 

 

3.2. データ連携ソリューションと見える化ソリューションの連携によるトレーサビリテ

ィの実現 

図 9は、Tier2 （ポリエステル不織布）から Tier1 （表面材）への CFP 情報の連携ロ

グである。このログは、ブロックチェーン技術を活用したデータ連携ソリューションに記録

されており、データ連携ソリューション上に記録されているこれらのログをデータ連携ソ

リューション上でつないでいくことで、トレーサビリティ情報を記録することが可能にな

る。 

 

 

図 9 見える化ソリューションとデータ連携ソリューションとの接続ログの例 

 

以上から、ブロックチェーン技術等を採用したデータ連携ソリューションが Pathfinder 

Network API を実装し、見える化ソリューションとの連携することによって、排出量トレ

ーサビリティが実現できるようになると言える。 
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3.3. 環境価値の反映 

再生可能エネルギー（環境価値）利用について、 SCOPE2 の値を 0 として環境価値を

表現したダミーデータを想定した。具体的な例としては、「止着材」では環境価値の反映を

想定し、 SCOPE2 を 0 と定義している。 

この結果、図 6 のログでは、Tier1 止着材において、SCOPE3 の排出量は約 2.553[g 

CO2eq] で、環境価値を反映した SCOPE2=0 と、 SCOPE1=0.033 を追加した結果、製品

当たりの総排出量は約 2.586 [g CO2eq] (2.585999999999999 [g CO2eq])となることが確

認できる。 

以上から、Pathfinder Networkに基づくデータ項目や APIは、再生可能エネルギー使用

による化石燃料由来の電力の削減努力を排出量算定に反映させることが可能であることを

示せている。 
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4. まとめ 

4.1. 実証 Ph1の成果 

本実証では以下の 3点について、Pathfinder Networkのデータセマンティクスや APIを

用いて実現できることが分かった。 

 

① Pathfinder Network を用いた接続の実証 

Pathfinder Network の API および Usecase001のデータセマンティクスを用いて、ソ

リューション間におけるデータ連携は、有効数字の設定等の多少の課題はあるものの実現

できた。 

 

② データ連携ソリューションと見える化ソリューションの連携によるトレーサビリティ

情報の取得 

ブロックチェーン技術等を採用したデータ連携ソリューションが Pathfinder Network 

API を実装し、見える化ソリューションとの連携することによって、排出量トレーサビリ

ティが実現できるようになる。 

 

③ 環境価値の反映 

Pathfinder Networkに基づくデータ項目や APIは、再生可能エネルギー使用による化石

燃料由来の電力の削減努力を排出量算定に反映させることが可能である。 

 

4.2. 今後の課題 

実証の結果、以下の 5点が今後の課題として対応が必要であることが分かった。 

4.2.1. リクエストパラメータの不足 

プロダクトカーボンフットプリント取得 API の ListFootprints では リクエストパラ

メータとして created （データ生成日付）または updated （データ更新日付の検索開始日

時しか指定することができない。 

実運用では１つの製品に対し複数のプロダクトカーボンフットプリントデータが紐づけ

られることを想定されるため、このままではネットワーク上のトラフィックが必要以上に

増え、クライアントでのデータの特定処理が必要となり、結果パフォーマンスが悪化するこ

とになる。 
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4.2.2. 値の精度（有効桁数の定義） 

Tech Spec 記載の fossilGhgEmissions の単位は kg-CO2eq/kg と定義されており 、 

fossilGhgEmissions のデータ型 PositiveDecimal JSON 文字列型の小数桁数はデータ保

有企業またはデータ保有側のソリューションが決めることができる。したがって、サプライ

チェーンの特定企業のみが小数桁を少なくしてしまうと、その下流の企業では計算誤差が

拡大する可能性がある。 

 

4.2.3. 製品-ソリューションマッピングファイルの運用 

Pathfinder Networkでは p2pのデータ連携仕様のみを定義しているため、対象とする製

品（ URN ）とそれに紐づくソリューション （API エンドポイント）の関係を別途指定す

ることが求められる。本実証では製品-ソリューションマッピングファイルという一つの

JSONファイルに定義し、それぞれのソリューションで取り込んだ。これを実運用に発展さ

せるとすれば、ソリューションの識別子を別途管理するとともに、前述のデータの動的な取

り込みを行う APIを新設する必要がある。 

 

4.2.4. 製品識別子の管理 

本実証ではデモデータを用いた為、すべての企業識別子と製品識別子が UUID （の URN 

表記）で表現されていた。実運用では、企業識別子に関しては GLN 、製品識別子に関して

は GTIN など、グローバルで解釈可能で、かつ URN の名前空間として IANA へ登録さ

れた識別子を利用することが想定されるが、日本国内ではこのようなグローバルな識別子

を取得していない企業や、部品が多数存在する。これらの未取得企業や製品に対する対応が

必要である。 

 

4.2.5. データ連携ソリューションの連携 

本実証では、カーボンフットプリント可視化ソリューションの他に、データ連携のみを担

うデータ連携ソリューションをサプライチェーンネットワークモデルに組み入れた。それ

らのデータ連携ソリューションはサプライチェーンのトレーサビリティの実現や製品間の

データ連携機能を持たないソリューションへのデータ提供など、Pathfinder Network が現

状定義していない機能の実現が期待される。将来的に円滑なトレーサビリティの実現のた

めには、複数のデータ連携ソリューション間で同一のデータを共有する仕組みを考える必

要がある。 

以上 
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